
消防防災課

 

8699

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
救急救命士養成事業費（運営・施設整備費） 総務費 防災費 消防防災費 救急救命士養成所運営費

救急救命士法第３４条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 △6,178 △6,178 48,701

現計額 54,879 29,663 25,216

平成29年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成11年度～ 根 拠
法 令平成30年度

　救急救命士の新規養成及び現救急救命士に対する処置
拡大等に対応した研修を行う。

（２）救急救命士養成所の施設整備
　　　　　　　　　　　 　　　　 △6,178千円
　　　配当留保額の減

（１）事業内容
　　　ア　救急救命士養成所の運営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40,651千円
　　　　　救急救命士を養成するための養成教育訓練及び事前教育訓練、並びに救急救命士有資格者の拡大された処置範
　　　　囲に対応するための特別教育訓練を実施する。
　　　　　また、法令等で定められた適正な教育訓練が実施できるよう、機器を修理･更新する。
　　　イ　救急救命士養成所の施設整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　8,050千円
　　　　　新医療拠点施設への移転に伴い発生する設備や資機材の整備、光熱水費や管理委託等の負担金を支出する。 
（２）事業計画
　　　ア　救急救命士養成計画
　　　　（平成29年度）埼玉県養成所　　　　30人　　（事業の終期まで毎年度）埼玉県養成所　　　　　30人　　　
　　　　　　　　　　　救急振興財団研修所　30人　　　　　　　　　　　　　　救急振興財団研修所　　30人
　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　60人　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　60人
　　　イ　救急救命士特別教育訓練
　　　　（ア）ﾋﾞﾃﾞｵ喉頭鏡　90人　（イ）処置拡大（講義）150人（実習）90人　（ウ）再教育60人　　
（３）事業効果
　　　救急現場及び搬送途上において高度な応急処置を実施することにより、県民の救命率の向上を図ることができる。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　各消防本部から実習指導員を派遣していただく等、県内の各消防本部と連携して、教育訓練を実施している。
（５）前年度からの変更点　　　
　　　救急救命士養成所の施設整備
　　　（ア）移転先施設整備費用（備品購入等）の減（終了）　
　　　（イ）移転運搬費用の減　
　　　（ウ）施設運営等に係る負担金等　5か月分→12か月分
　　　（エ）外部講師（医師）用駐車場代の増
（６）補正予算の概要
　　（１）小児医療センター負担金の減額（負担金）
　　（２）配当留保額の減額（需用費、役務費）

１　県（市町村10/10）
　　うち備品の更新　県（県10/10）
２　（県10/10）

　普通交付税（包括算定）
（区分）総務費　（細目）消防防災費
（細節）消防防災費
（内容）救急救命士養成所運営費

5.0人×9,500千円＝47,500千円

補正後の
予算額

― 危機管理防災部 B18 ―
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